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世界を惹きつける地域資源で
稼ぐ地域社会の実現



現在

○地域の中心的な担い手へ
の農地集積が8割を超え
進展し、生産性が向上
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○異業種とのコラボレー
ションが活発化し、農林
水産物を活用した魅力あ
る事業が10兆円を超え
る規模で各地で展開
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○農林水産物・食品の輸出
額が1兆円を超え、拡大
する世界の食市場での日
本の農林水産品が存在感
を発揮
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本の農林水産品が存在感
を発揮

＜輸出・海外展開戦略等（需要フロンティアの拡大）＞＜輸出・海外展開戦略等（需要フロンティアの拡大）＞

□担い手への農地集積
□耕作放棄地対策の強化
□リース方式による企業の農業参入の積極的な推進
□農業生産基盤の整備

□人・農地プランの集中的実施

□法人・大規模家族経営の推進、青年就農・法人への雇用就農の促進に向けた施策の総動員

□日本農業経営大学校を活用した農業経営者育成の取組等支援

□農地中間管理機構による面的集積・耕作放棄地の活用

□ビジネス環境の整備、人材育成、(株)海外需要開拓支援機構等の活用等

□実証事業など実業化に向けた支援
□評価手法の確立 → 標準化

□トップランナー基準大幅強化

□農林漁業成長産業化ファンドの本格展開

＜主な課題＞

＜6次産業化、異業種連携等＞＜6次産業化、異業種連携等＞

＜林業・水産業＞＜林業・水産業＞

＜担い手への農地の面的集積・集約等（生産現場の強化）＞＜担い手への農地の面的集積・集約等（生産現場の強化）＞

□リース方式による企業の農業参入状況の検証等
□農地の集積・集約化の推進に与える影響も考慮しつつ、

所有方式による企業の農業参入への更なる自由化を検討

□日本の「食文化・食産業」の海外展開(Made BY Japan) 

□日本の農林水産物・食品の輸出(Made IN Japan) □国別・品目別輸出戦略の策定、ビジネス環境の整備、農林漁業成長産業化ファンドの活用、特区的手法の精査等

□日本食材と世界の料理界とのコラボレーション促進、人材育成等、ミラノ万博等における日本食文化の情報発信等□日本食材の活用推進 (Made FROM Japan) 

□医食農連携など多様な業種との連携強化
（福祉・教育・観光等と連携した都市と農村の交流の拡充、食育等）

□地域に根ざしたサブファンドの組成の推進 □異業種連携による6次産業化事業体の組成

□農地中間管理機構(仮称)に関する法整備

□新たなニーズに応じた農林水産物・食品の開発、機能性の活用等

□産学官のコンソーシアム形成
□機能性の高い食品市場の整備
□農林漁業体験を通じた食育

□モデル地域における日本の食を広げる取組支援
□学校給食等における利用拡大

□品目別の戦略の策定
□知的財産対策等の仕組み創設

□医療関連ビジネスの育成
□食市場の開拓・拡大による健康マーケットの創設

□品質やブランド等の「強み」を持つ農畜産物の創出□新品種・新技術の開発・普及、知的財産の保護と積極的な活用

□国産農林水産物の利用拡大、国内資源の徹底活用
□消費者の農林水産業・食への理解醸成
□地域資源活用による都市と農山漁村の共生・対流

□農山漁村における再生可能エネルギーの活用

□科学技術イノベーションの活用促進

□再生可能エネルギー活用推進の枠組み構築
□バイオマスを活用した産業化・エネルギーの導入促進

や小水力発電施設の導入等

□農林水産業の強化に向けた研究開発の推進

□農山漁村における農林漁業の健全な発展と
調和の取れた再生可能エネルギーの導入・活用

□農林水産業に関する市場・産業の拡大・発展

□機能性の高い食品市場の整備 □食市場の開拓・拡大による健康マーケットの創設

□大区画化等の農地整備や農業水利施設の整備の推進 □担い手への農地の面的集積の加速化
□プランに則した担い手の育成・農地集積の推進 □担い手を中心とした持続可能な地域農業の展開

□法人等の経営規模の拡大、雇用就農の促進

□産業界と連携した人材の育成 □経営体のレベルアップ、青年就農・新規参入者の定着

□新たな木材需要の創出等による
森林・林業の成長産業化

□消費者ニーズに対応した商品の開発・販売、ＨＡＣＣＰ対応・衛
生証明書発給体制整備、最新型養殖業の展開等

□水産物の消費・輸出拡大等による
水産業の成長産業化

□新たな木材需要の創出・国産材の安定供給体制の実現

□水産物の消費拡大・輸出促進と持続可能な漁業・養殖業の
実現

□新たな技術・製品の普及、建築物の木造化等、木材流通体
制の構築、森林の整備・保全の促進等

□農林水産物の高機能化、
生産流通システムの高度化等の推進

□ゲノム情報等を活用した農林水産技術の高度化、高機能・
高付加価値農林水産物の開発

□ＩＴ、ロボット技術等を活用した農林水産物の生産・流通システムの高度化等
□AＩシステムの開発・普及による生産技術の産地標準化支援

□付加価値の高い食品を個人のニーズに合わせて供給する

システムの実現

農林水産物・食品輸出額

6次産業市場規模 1兆円（2010年） → 3兆円（2015年）→ 10兆円（20２0年）

約4,500億円（2012年） → 1兆円（20２0年）

49%（2010年） → 80%（10年後）

※農林水産業・地域の活力創造本部において、今後の政策の方向性を「農林水産業・地域の活力創造プラン」
として、できるだけ早期に取りまとめる。

 日本が持つ豊かな農林水産物・食文化が活用されていない プロダクトアウト的なモノづくりの発想

担い手が利用する農地面積比率

世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁村社会
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現在

○訪日外国人旅行者
3,000万人達成
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○訪日外国人旅行者
3,000万人達成

○観光収入でアジアの
トップクラスに

＜主な課題＞
 豊かな文化遺産・自然環境をはじめとした観光資源のポテンシャルを

活かしきれていない。
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＜訪日プロモーションに関する省庁・関係機関の横断的計画策定と実行＞

□日本ブランド発信に向けた政府一体的に取り組む体制
を本年夏までに構築

□事業計画を定期的に定めてプロモーション実施

□関係省庁と民間企業が連携した、日本ブランド向上及び観光促進に資する関連コンテンツの継続的海外発信の促進

＜査証発給要件緩和、入国審査迅速化等の訪日環境の改善＞

□本年夏までに、一部のASEAN諸国からの観光客に対して、
査証発給要件の緩和

□近隣諸国の状況を踏まえながら、査証発給要件を緩和する
方向で取り組む

□一定の要件を満たした外国人の長期滞在を可能とする制度の導入について検討

□入国審査手続の迅速化・円滑化

□航空ネットワークの充実、ビジネスジェットの利用環境の整備

＜外国人旅行者の滞在環境の改善＞

□案内表示、多言語対応について、年内を目途に
外国人目線に立った共通のガイドライン策定

□ガイドラインを踏まえた整備・改善を促進

□都心直結線（都心―首都圏空港）の整備に向けた検討

□ JNTOが地域資源の海外展開を支援
する取組の開始

□観光資源の魅力向上・発信とこうしたプロセスを支援する新ビジネスの育成、
新たな発想による観光地域づくり

□モデル事業の実施等によりニューツーリズムに関する情報を発信

□ツアーオペレーターの認証制度の定着

□宿泊施設についての情報提供制度の導入に向けて、
今年度内に具体的な方針を策定

□外国人旅行者向け消費税免税制度について、外国人旅行者の利便性や執行上の観点も踏まえた上で、
税制改正要望の過程において制度の見直しも含め検討

＜国際会議等（MICE）誘致体制の強化＞

□世界トップレベルの誘致能力・体制・受入環境を持つ
「グローバルMICE戦略都市」の育成

□国・都市の成長分野をターゲットとした会議誘致、魅力ある会議開催地としての都市機能強化

□主要分野の国際的リーダーを中心としたMICE誘致体
制を年内に構築

□国や自治体の文化施設・公共空間等のイベント利用へ
の開放に関し、関係者による協議会を年内早期に設置 □ユニークベニューの開発、利用促進、イベントの活性化

□観光庁、JNTO、経済産業省、JETROが協働し、訪日外国人
増加を目的とした共同行動計画を年内早期に策定

□具体的な連携の促進

□ 2020年オリンピック・パラリンピックの東京への招致実現 □象徴性のある国際的なイベントの積極的開催、イベント大国、国際交流先進国としての
日本の姿を海外に強力に発信

○宿泊客のおよそ６人に
１人は外国人に

○宿泊客のおよそ６人に
１人は外国人に

○アジアNo.1の国際
会議開催国として不動
の地位を築く

○アジアNo.1の国際
会議開催国として不動
の地位を築く

□地域の文化財について、情報発信・活用方法の検討 □保存、整備を図るとともに、観光資源として積極的に国内外へ発信・活用

□産業界や大学等との連携体制の整備、オールジャパンの
視点による誘致の促進

□エコツーリズム、スポーツツーリズム、医療と連携した観光等
新たなツーリズムの創出を促進

＜新たなツーリズムの創出＞

□外国クルーズ船社に対応するワンストップ窓口の周知等

□宿泊施設の情報提供の促進

観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会

□宗教上の制約に配慮した食事の提供等、受入環境の整備等を促進
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